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2020ビジョン：「協同組合の10年に向けたブ
ループリント」は、まさに野心的といえる。
協同組合の先駆者たちが最初に自らの新たなアイディアを実践したとき、それは投資家所有の企業が満たし
きれなかった彼（女）らのニーズに人々が応える方法をもたらしたのであった。

今日では、全ての人々がそのア
イディアを必要としている。持続
可能性よりも利益と成長を重視
し、一部の人々の個人的な利益を
万人の公共の利益よりも優先す
る従来の企業のあり方によって、
国際社会に失敗がもたらされた。

協同組合のアイディアは有効で
あるが、現代人の大部分がその
ことを知らない。だからこそ、この

「協同組合の10年に向けた計画
案」は野心的といえる。協同組合
のメッセージを明確にし、協同組
合がどれほど大きなことを達成
できるかを、協同組合を知らな
い世界に発信するのである。

しかしながら、人々が可能だとイ
メージすることを実行する手段
を与えることも野心的な計画で
ある。また、性別や年齢を問わず
全ての人が、自分が実現できると
考えることの実現を阻む障害を
克服できるようにするための計
画も、また野心的なものである。

国際協同組合年は、協同組合お
よび協同の思想を支持する人々
にとって大きなきっかけとなり、

「協同組合の10年」を実行する
ための基礎となった。この時代・
社会情勢は、野心的な計画を求
めている。だからこそ、ICAはこの
挑戦に満ちたブループリントを
採択したのである。

この文書で謳われている計画は、

ICAだけの力では実行困難であ
る。もちろんICAは自らが果たす
べき役割を明確に認識しており、
目の前に現れる課題に果敢に立
ち向かっていこうという強い意思
を持っている。しかし、この計画案
が有意義で効果的なものになる
ためには、各国の協同組合全国
組織、個々の協同組合、そして、協

同組合という事業形態を信じる
すべての人々の協力と承認が必
要となる。我々すべてが協同する
ことで、協同組合が道を切り開い
ていかなければならない。

我々全員が「2020ビジョン」を確
かなものとするために、役割を
担っている。
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同研究所は、オックスフォード大
学の最大かつ最も国際的な大
学院のひとつであるケロッグ（カ
レッジ）に所在している。ケロッ
グ・カレッジはオックスフォード
大学の生涯教育の取り組みを支
援しており、成人のパートタイム
学生の継続教育と職業能力開発
の機会を提供している。

協同組合や相互扶助に基づく事
業によって生み出された利害関係
者が関与する参加型のアプローチ
に対しては、政策決定者、学者、一
般市民からの関心が高まってい
る。また、イギリスおよび世界経済
の大きなうねりにより、組織倫理、
地域への責任、長期的に持続可能
な戦略に高い水準を示す、協同組
合および相互扶助に基づく事業

の重要性が強まった。この環境変
化は、先端を行く研究機関にとっ
ては、これまでにないチャンスと
いえるが、これを生かすために、研
究機関は実証に基づき、世界レベ
ルの調査と分析を基盤とし、また
協同組合や相互扶助に基づく事
業のニーズを反映した綿密なカリ
キュラムを備える必要がある。

よって、共同事業および従業員
所有事業研究所の主な活動は、
協同組合と相互組合セクターの
ビジネスニーズに重点を置いた
オーダーメイドの短期コースと教
育プログラムを通じた研究および
職業能力開発である。同センター
は応用知識と普及に情熱を注ぎ、
会議、セミナー、招待講演を運営
するとともに、オックスフォード内

外のネットワーク及びパートナー
関係の構築を進めている。同セン
ターの目的は次の通りである。

・	 協同組合と相互組合セクター
の業績に関する研究の実施

・	 関連のある事業のニーズに
綿密に合わせたカリキュラム
の提供と現在および未来の
リーダーの育成

・	 協同と相互扶助に関する議論
と新しい考え方の促進

・	 既存の協同組合および相互
組合セクターの専門家との協
力を通じた学者、実務家、政
策決定者のグローバルネット
ワークの構築
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ICAは、1895年に世界の協同組合の結束、代表、奉仕のために設立された独立の非政府組織である。ICAは、
協同組合の世界的な意見表明、知識を共有するためのフォーラムの開催、協同組合に関する及び協同組合
のための組織的な活動等を行っている。

ICAの会員は、国際レベル及び世界各国の農業、銀行、消費者、漁業、保健、住宅、保険、労働者等あらゆる分
野の協同組合の全国組織が加盟している。ICAの加盟組織は100カ国､傘下の組合員は世界全体で10億人で
あり、1億人の人々が協同組合で働いている。

共同事業および従業員所有事業研
究所（Centre for Mutual and 
Employee-owned Business）



39     |     参考文献

参考文献
1	 国連総会決議A/RES/64/136

2	 ここでは以下のものを含む:  Euricse・ICA共同大会（ベニス）「よりよい世界の実現に向けて－協同組合への理解の促進－」
(http://euricse.eu/en/news/venice-2012-final-declaration);農村協同組合のためのダンセイニ宣言(http://www.fao.org/
fileadmin/user_upload/corp_partnership/docs/Dunsany_Declaration_for_Rural_Co-operative_Development_FINAL .pdf); 
国際協同組合銀行連盟決議(http://2012.coop/en/media/library/ member-publication -international-co-operative-banking-
association-2012);ケベックでの国際協同組合サミットにおける宣言 (http://www.2012intlsummit.coop/site/communication/
declaration/en); Imagine 2012協同組合経済に関する国際会議における宣言(http://www.imagine2012.coop/wp-content/
themes/twentyten/document/Declaration-Imagine2012%20ICA.pdf); 国際保健協同組合フォーラムにおける宣言(http://ihco.
coop/2012/10/13/quebec-ihcf-2012-declaration/)

3	 欧州戦略政策分析システム（ESPAS, 2011）『Global Trends 2030: Citizens in an Interconnected and Polycentric World（2030年グ
ローバル・トレンド：相互に連結した多極的な世界に生きる市民たち）』を参照。(http://www.iss.europa.eu/uploads/media/ESPAS 
_report_01.pdf)

4	 この後の第3章で説明されているように、我々は「参加」を、人々が自分たちの協同組合を所有し、その民主的な統治に参加すること
を通じた協同組合独自の手法の短縮名称として使っている。

5	 7ページ目の「協同組合のアイデンティティ宣言」を参照。

6	 Cook, J., S. Deakin, J, Michie and D. Nash (2003), Trust Rewards: realizing the mutual advantage (信頼報酬：相互の利益を実現す
る), Mutuo, London; J. Michie and C. Oughton (2002), Employee Participation and Ownership Rights（従業員の参加と所有権）, 
Journal of Corporate Law Studies, Vol. 2, No.1, pp.143-159; J. Michie and C. Oughton (2003), HRM, Employee Share Ownership 
and Corporate Performance（人的資源管理－従業員が所有権と企業の業績を共有する）, Research & Practice in HRM, Vol. 
11, Issue 1, pp.15-36; J. Michie and M.Sheehan (1999), No Innovation without Representation? An analysis of participation, 
representation, R&D and Innovation（代表権がなければイノベーションもない？参加、代表権、研究開発、イノベーションの分
析）, Economic Analysis, Vol.2, No.2,  pp.85-97; J.Michie and M. Sheehan (2005), Business Strategy, Human Resources, Labour 
Market Flexibility and Competitive Advantage（経営戦略、人的資源、労働市場の柔軟性と競争力）, International Journal of 
Human Resource Management, Vol.16, No.3. pp.448-468; International Joint Project on Cooperative Democracy（協同組合の
民主制に関する共同プロジェクト） (1995) Making Membership Meaningful（メンバーシップを価値あるものに）: Participatory 
Democracy in Cooperatives(協同組合における参加型民主主義), Centre for the Study of Co-operatives, University of 
Saskatchean; Kurimoto, A. (2010) Changing Patterns of Member Participation(変化する組合員参加のパターン), in Hasumi et al 
(eds.) Consumer Co-ops in Japan: Challenges and Prospects in Transitional Stage(日本の消費生活協同組合－転換期における
挑戦課題と展望), Consumer Co-operative Institute of Japan, Tokyo.

7	 J. Birchall & R Simmons (2009) Co-operatives and poverty reduction: evidence from Sri Lanka and Tanzania（協同組合と貧困の
削減－スリランカとタンザニアの実例）

8	 Pateman, C. (1970) Participation and Democratic Theory（参加と民主主義理論）, Cambridge: Cambridge University Press

9	 Co-operatives UK: The UK co-operatives economy 2011（英国の協同組合－2011年の英国の協同組合経済）(http://www.
uk.coop/sites/default/files/docs/the_co-operative_economy_2011.pdf)

10	 ESPAS（2011）Global Trends 2030: Citizens in an Interconnected and Polycentric World　（2030年グローバル・トレンド：相互に
連結した多極的な世界に生きる市民たち） (http://www.iss.europa.eu/uploads/media/ESPAS _report_01.pdf)

11	 Paul Mason（2012）Why it’s kicking off everywhere: the new global revolutions（新世界革命があちこちで起きているのはなぜか）

12	 Cornel West 哲学者兼活動家(http://www.democracynow.org/blog/2011/9/29/cornel_west_on_occupy_wall_street_its_the_
makings_of_a_us_autumn_responding_to_the_arab_spring)

13	 R. Murray（2010）Co-operation in the Ages of Google（グーグル時代の協同）、P. Skinner（2012）Open Co-operation: Towards a 
Blueprint for a Co-operative Decade（開かれた協同－協同組合の10年に向けたブループリントのために）(http://www.uk.coop/
ageofgoogle)

14	 Pestoff, V.A.(1998) Beyond the Market and State: Social Enterprises and Civil Democracy in a Welfare Society (福祉社会と市民
民主主義―協同組合と社会的企業の役割); Aldershot, UK & Brookfield, NJ: Ashgate

15	 R. Wilkinson & K. P. Pickett (2009), The Spirit Level（精神レベル）;London & NY: Penguin

16	 M. Porter & M. Kramer (2011) Creating Shared Value（共有価値の創造）, Harvard Business Review, 2011年1-2月号

17	 ウィキペディアの定義の冒頭を参照。http://en.wikipedia.org/wiki/Sustainability

18	 J. Michie (2011), Promoting Corporate Diversity in the Financial Services Sector（金融サービス部門における企業の多様性促進）, 
Policy Studies, Vol. 32, Issue 4. pp.309-23

19	 W. Lazonick & M. O’Sullivan (2000), Maximizing shareholder value: a new ideology for corporate governance（株主価値の最大
化－企業ガバナンスの新たなイデオロギー）, Economy & Society, 29:1,pp.13-35

20	 H. Hesse & M. Chihak (2007) Co-operative Banks and Financial Stability（協同組合銀行と金融の安定）, IMF（国際通貨基金）; G. 
Ferri (2012), Credit Co-operatives: Challenges and opportunities in the new global scenario（信用協同組合－新しい世界のシナ
リオにおける課題と機会）, EURICSE Working Paper No. 032/12;　H. Hesse & M. Chihak (2007) Co-operative Banks and Financial 
Stability(協同組合銀行と金融安定性), IMF http: //www.imf.org/ external/pubs/ft/wp/2007/wp0702.pdf ; G. Ferri (2012) Credit 
Co-operatives: Challenges and opportunities in the new global scenario(信用協同組合－新たな世界のシナリオにおける課題と
機会). EUR ICSE Working Paper No. 032/12 http://euricse.eu/en/node/2044

21	 Ownership Commission (2012), Stewardship, Diversity & Plurality（スチュワードシップ、多様性、多元性）を参
照。(http://ownershipcomm.org/files/ownership_commission_2012.pdf)



参考文献     |     40

22	 R. Putnam (2000) Bowling Alone（ひとりでボウリング）;London & NY: Simon & Schuster 

23	 イタリアについてはwww.euricse.eu, 日本についてはPestoff V.A. (2008) A Democratic Architecture for the Welfare State（福祉国
家のための民主的構造）, Chapter 7, Routledge; Kurimoto, A. (2003) ‘Co-operation in Health and Social Care: Its Role in Building 
Communities（保険及び社会サービスにおける協同：コミュニティ構築における役割）’,     in Mark Lyons and Samiul Hasan (Eds.) 
Social Capital in Asian Sustainable Development Management（アジアの持続可能な開発管理における社会関係資本）, Nova 
Science Publishers Inc, New York.

24	 2001年12月に採択された国連決議56/114 (http://www.un.org/ga/search/view_doc.asp?symbol=A/RES /56/114)

25	 ILO Co-operative Branch (2012) Sustainable Energy Co-operatives (draft), Geneva（持続可能なエネルギー協同組合（草稿））

26	 これらの勘定体系のいくつかに関する批評については、G. Mulgan (2010) “Measuring Social Value（社会的価値を測定す
る）,“ Stanford Social Innovation Review; New Philanthropy Capital (2012) Principles into Practice: How charities and social 
enterprises communicate impact（実践に向けた原則：慈善団体と社会的企業はどのように影響を伝えているか）を参照。

27	 例えばL. Saisset et al (2011) A Co-operative Performance Measurement Proposal（協同組合の業績評価に関する提案）, Working 
Paper Moisa 2011-3を参照。

28	 J. Quarter et al. (2007) What Counts: Social Accounting for Nonprofits and Co-operatives, （何がカウントされるか？非営利
及び協同組合の社会会計）, London: Sigel; Bouchard, M. J (2009) (ed.) The Worth of the Social Economy: An International 
Perspective（社会的経済の価値：国際的視点）. Brussels: Peter Lang.

29	 「より良い世界をつくるための協同組合に対する理解の促進」（2012年3月）

30	 2001年5月に配布された協同組合に関する事務総長の報告書に続いて、2001年12月19日の国連総会で採択された決議「社会の
発展における協同組合」A/RES/56/114

31	 ILOは続いて協同組合法ガイドラインの第2改訂版（ヘーゲン・ヘンリー執筆、2005年）を発表した。

32	 各国政府とその他の関連機関に、「社会開発目標、特に貧困の根絶、完全で生産的な雇用の創出、社会的統合の強化の達成に対す
る協同組合の潜在力と貢献」を活用し、十分に開発することを求めた国連決議56/114の基盤でもある。

33	 これは、英国で所有者委員会が最近、展開した理論である。Ownership Commission (2012) Plurality, Stewardship & 
Engagement（多元性、スチュワードシップ、関与）を参照。

34	 ノルウェー政府が欧州委員会に行って成功した、協同組合に対する補助は欧州の国家補助法に相当するという申し立ては、協同
組合の便益を監督機関に説明する際の先例となっている。

35	 独占禁止法監視機関のための競争法ネットワークに似たもの

36	 ACI Americas (2009) Framework Law for the Cooperatives in Latin America（ラテンアメリカの協同組合のための枠組み法）

37	 EURICSE研究報告書N.024/12 New Study Group on European Comparative Law: Principles Project（欧州比較法に関する新たな
研究会：原則プロジェクト）

38	 EURICSE研究報告書N.023/12 Co-operative Identity and the Law（協同組合のアイデンティティと法）, Antonio Fici (http://www.
euricse.eu/en/node/1962)

39	 資金は銀行を含む協同組合の資金調達機関からも提供されている。

40	 例えば、NCBA (2011) National Cooperative Investment Capital Fund Information Memorandum For Pre-Fund Working Capital 
(全国協同組合投資資本情報の事前調達運転資金に関する覚書)を参照。

41	 Webb and others (2010) Co-operative Capital: What it is and Why our World Needs it（協同組合資本：それは何なのか、なぜ我々
の世界はそれを必要とするのか）

42	 「ムーブ・ユア・マネー」運動の開始を受けて、2010年以来、1,000万口の銀行口座が米国の大手銀行から消えたが、その結果、米
国の信用組合の取引が急激に増加し、現在では総人口の30%が協同組合の運営する信用組合に加入している（2008年の8,900万
人から、現在では9,400万人まで増加）。csmonitor.com: “Co-operative businesses provide a new-old model for job growth 

（協同組合事業が新しく旧式な雇用拡大モデルを提供）, 02/04/2012 (http://www.csmonitor.com/World/Making-a-difference/
Challenge-Agent/2012/0402/  Cooperative-businesses-provide-a-new-old-model-for-job-growth)

写真
表紙、pp.1、pp.21：コープ・イタリア

pp.3：協同組合グループ、英国

pp.5-6、pp.19：コープ・スウェーデン

pp.12：IFFCO（インド農民肥料協同組合）：ウッタル・プラデーシュ州プールプル、インド

pp.16：Midlands Co-operative、英国

pp.20：エロスキ、スペイン

pp.23、pp.27、pp.33-34：コープ・ネーデルランド

pp.31：デジャルダン、カナダ

pp.9、pp.35：モンドラゴン、スペイン（CECOP-CICOPAヨーロッパ @Lydie Nesvadba）



協同組合のアイデンティティに関するICA声明
<定義>
協同組合は、共同で所有し民主的に管理する事業体を通じ、共通の経済的・社会的・文化的ニーズと願いを満たす
ために自発的に手を結んだ人々の自治的な組織である。

<価値>
協同組合は、自助、自己責任、民主主義、平等、公正、そして連帯の価値を基礎とする。それぞれの創設者の伝統を受
け継ぎ、協同組合の組合員は、正直、公開、社会的責任、そして他人への配慮という倫理的価値を信条とする。

<原則>
協同組合原則は、協同組合がその価値を実践に移すための指針である。

(第1原則)自発的で開かれた組合員制
協同組合は、自発的な組織である。協同組合は、性別による、あるいは社会的・人種的・政治的・宗教的な差別を行なわな
い。協同組合は、そのサービスを利用することができ、組合員としての責任を受け入れる意志のある全ての人々に対して
開かれている。

(第２原則)組合員による民主的管理
協同組合は、その組合員により管理される民主的な組織である。組合員はその政策決定、意志決定に積極的に参加
する。選出された代表として活動する男女は、組合員に責任を負う。単位協同組合では、組合員は（一人一票という）
平等の議決権をもっている。他の段階の協同組合も、民主的方法によって組織される。

(第３原則)組合員の経済的参加
組合員は、協同組合の資本に公平に拠出し、それを民主的に管理する。その資本の少なくとも一部は通常協同組合
の共同の財産とする。組合員は、組合員として払い込んだ出資金に対して、配当がある場合でも通常制限された率で
受け取る。組合員は、剰余金を次の目的の何れか、または全てのために配分する。

・	 準備金を積み立てることにより、協同組合の発展のため その準備金の少なくとも一部は分割不可能なものとする
・	 協同組合の利用高に応じた組合員への還元のため
・	 組合員の承認により他の活動を支援するため

(第４原則)自治と自立
協同組合は、組合員が管理する自治的な自助組織である。協同組合は、政府を含む他の組織と取り決めを行なったり、外
部から資本を調達する際には、組合員による民主的管理を保証し、協同組合の自主性を保持する条件において行なう。

(第５原則)教育、訓練および広報
協同組合は、組合員、選出された代表、マネジャー、職員がその発展に効果的に貢献できるように、教育訓練を実施す
る。協同組合は、一般の人々、特に若い人々やオピニオンリーダーに、協同組合運動の特質と利点について知らせる。

(第６原則)協同組合間協同
協同組合は、ローカル、ナショナル、リージョナル、インターナショナルな組織を通じて協同することにより、組合員に
最も効果的にサービスを提供し、協同組合運動を強化する。

(第７原則)コミュニティへの関与
協同組合は、組合員によって承認された政策を通じてコミュニティの持続可能な発展のために活動する。


